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第６次行財政改革大綱（令和３年度～令和１２年度）を推進するため、その実施計画

となる行政経営プランを策定し、各種事項について積極的に取り組んでいきます。 

 

 

１．実施期間 

  

 計画期間が１０年間である第６次行財政改革大綱に対し、行政経営プランは以下のと

おり短期間の計画とし、確実な達成に取り組んでいきます。 

 

  【第１期】  令和 ３年度～令和 ５年度 

  【第２期】  令和 ６年度～令和 ７年度 

  【第３期】  令和 ８年度～令和１０年度 

  【第４期】  令和１１年度～令和１２年度 

 

 

２．財政状況 

  （歳入の状況） 

                    （百万円） 

  H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 説    明 

市 税 3,663 3,692 3,734 3,695 3,765 市民が納める税金 

地方交付税 5,068 5,283 5,565 5,888 5,781 国からの交付金 

繰入金 528 154 182 384 368 基金の取り崩し等 

地方債 1,254 1,042 972 1,555 907 銀行等からの借金 

その他 6,857 6,551 10,145 8,341 7,786 国・県支出金、各種分担金・負担金等 

歳入合計 17,370 16,722 20,598 19,863 18,607  

   ※数値は表示単位未満を四捨五入していますので、その内訳が合計額と一致しない場合があります。 

 

 
（億円） 

1



 

 
 

○市税については、平成３０年度以降は３６～３７億円台で推移しています。 

〇地方交付税については、平成３０年度以降は社会保障経費の増加などから増加傾向に

ありましたが、今後は減少する見込みです。 

〇繰入金については、平成３０年度は小学校整備、令和３年度以降は新・健康管理セン

ター整備等の対応のため基金を取崩しました。 

〇地方債については、平成３０年度以降は減少傾向にありましたが、令和３年度は新・

健康管理センター整備や光ファイバー網整備等により、増加しました。 

○その他については、令和２年度以降は特別定額給付金、子育て世帯への臨時特別給付

金、新型コロナウイルス感染症対応の臨時交付金等により、国庫支出金が増えています。 

〇本市の歳入構成は、自主的に収入できる自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料

及び手数料、繰入金、財産収入等）が３割、国や県の意思により交付される依存財源

（地方交付税、地方譲与税、国・県支出金、市債等）が７割となっています。 
 

（歳出の状況）                   （百万円） 

  H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 説    明 

義務的経費 6,746 6,775 6,975 7,697 7,279 毎年必ず支出しなければならない費用 

 人件費 2,538 2,538 2,615 2,649 2,690 職員の給与等に係る費用 

 扶助費 2,448 2,573 2,637 3,314 2,870 福祉や医療に係る費用 

 公債費 1,760 1,664 1,723 1,734 1,720 借金の返済に係る費用 

投資的経費 2,519 2,094 2,201 2,914 2,225 公共施設の建設等、都市基盤の整備に係る費用 

その他経費 7,520 7,291 10,743 8,371 8,388 物件費や補助費等、上記以外の経費 

歳出合計 16,784 16,161 19,919 18,982 17,893  

※数値は表示単位未満を四捨五入していますので、その内訳が合計額と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○義務的経費のうち、人件費について、正規職員数は、ほぼ横ばいとなっていますが、

令和２年度以降は、会計年度任用職員制度等により増加傾向にあります。扶助費は幼

児教育無償化や子ども医療費の窓口無料化の拡充等に伴い、年々増加傾向にあり、令

和３年度は子育て世帯･住民税非課税世帯等臨時特別給付金により、大きく増加しました。

公債費は近年ほぼ横ばいで推移しています。義務的経費全体では増加傾向にあります。 

○投資的経費について、令和元年度までは大型公共事業の完了により減少傾向にありま

したが、令和３年度は新・健康管理センター整備や光ファイバー網整備等により、増

加しました。光ファイバー網整備完了により、令和４年度は減少しました。 

○その他経費（物件費、補助費、繰出金等）については、令和２年度は特別定額給付金

の給付により、補助費が特別に増えています。また、新型コロナウイルス感染症対応

に関連する事業や特別会計への繰出金、一部事務組合への負担金の増加など、全体で

は増加傾向にあります。 

（億円） 

0

50

100

150

200

250

H30 R元 R2 R3 R4

その他経費

投資的経費

義務的経費

2



 

 
 

３．数値目標 

  

 持続可能な行財政運営を推進するため、令和７年度までの主な数値目標は以下の 

とおりです。 

【項    目】 【Ｒ４年度実績】 【Ｒ７年度末目標】 

財政調整基金残高 ２２．８億円 ９．０億円以上 

起 債 残 高（臨時財政対策債除く） ９６．４億円 １００．０億円以下 

経 常 収 支 比 率 ９４.９％ ９８．０％以下 

財政健全化 

指 標 

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 

実質公債費比率 １１．１％ １４．９％以下 

将来負担比率 １０５．８％ １３５．０％以下 

※第６次行財政改革大綱の策定期間は、令和１２年度までの１０年間ですが、中期目標として、 

 令和７年度末の数値目標値を設定しています。 

 

【指標説明】 

○財政調整基金残高 

不況等による税収の大幅な減少、また災害の発生等不測の事態に備えた基金の残高です。標準財

政規模の１０％が目安とされています。 

○起債残高 

公共施設の整備等のために借り入れた地方債の残高です。 

○経常収支比率 

財政の弾力性を表すものであり、市税等経常的に入る収入が人件費・扶助費・公債費等経常的に

支出される経費にどの程度充当されているかを表す数値です。この数値が低いほど財政に余裕があ

るといえます。 

○財政健全化指標 

  全ての会計の収支状況、借入金の償還状況、将来負担しなければならない経費状況等、自治体の

財政の健全化を表した指標です。この４つの指標のうち一つでも早期健全化基準を超えると、個別

外部監査の実施や財政健全化計画の策定が義務付けられます。また、将来負担比率を除いた指標の

うち一つでも財政再生基準を超えると、財政破たんとみなされ、財政再生計画により早期健全化基

準を下回るまで予算編成や事業の執行は国の監督下におかれることになります。 

指標名称 内容 
健全化判断基準 

早 期 健 全 化 基 準 財 政 再 生 基 準 

実質赤字比率 
一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模

に対する単年度の比率 
 ２０％以上 

連結実質赤字比率 
全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対

する単年度の比率 
 ３０％以上 

実質公債費比率 
一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還

金の標準財政規模に対する比率（３年間平均） 
２５％以上 ３５％以上 

将来負担比率 
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準

財政規模に対する比率 

３５０％ 

以上 
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４．取組事項

（１）  簡素で効率的な行政体制の確立
①  効率的、効果的な業務および組織の運営

R6 R7

1 効率的な組織機構の再編
市民にとって分かりやすく、行政として効率的、効果的
な組織機構への見直しを図ります。

組織機構の見直し 実施 実施 総務課

2 選挙事務の効率化
正確性を確保しつつ、開票事務のスピード化を図りま
す。

開票時間の短縮 実施 実施 総務課

3 効率的な業務の推進
育児や介護等により時間に制約のある職員の生産性
向上や災害時等における業務体制の確保のため、テ
レワークの導入を検討します。

テレワークの導入 検討 検討
総務課

広報・デジタル
推進課

4 ＰＤＣＡサイクルの徹底
ＰＤＣＡサイクルを運用し、効果的な事業実施を図りま
す。

事業効果の向上に向けた
取組の評価

実施 実施
総務課

未来創造課
財政課

5
公用車の適正配置と適正
管理

公用車の利用状況の現状分析を行い、より効率的で
効果的な管理・運用の在り方を検討します。

公用車台数の適正化 実施 実施 営繕管財課

6
物品調達事務の適正な運
用

1件あたり10万円以上80万円未満の物品にかかる随
意契約については、営繕管財課発注の競争見積りに
より、市内事業者から物品を調達します。（市内事業
者が対応可能な物品に限る）

営繕管財課で一括発注 実施 実施 営繕管財課

7 事務消耗品の一元管理
共通する消耗品については、会計課で一元管理を行
います。

会計課で一元管理 実施 実施
営繕管財課
会計課

8 エコオフィスの推進
環境保全の推進、さらにはコストの縮減を図るため、
エコオフィスを推進します。

省エネの推進 実施 実施 営繕管財課

9 エコオフィスの推進
カーボンニュートラルの実現に向け、再エネ由来電力
の導入等の脱炭素化の推進、またごみの減量化に向
けた取組を強化します。

市公共施設における温室
効果ガスの総排出量削減

実施 実施 環境衛生課

10 エコオフィスの推進
環境保全の推進、さらにはコストの縮減を図るため、
ペーパーレス化を推進します。

用紙購入量削減 ５%減 ５%減
営繕管財課
各課

11 工事情報の共有
産業部において工事計画の情報交換を実施し連携を
図ることで、手法改善やコスト縮減等を実施します。

コスト縮減可能な建設発
生土の工事間流用、舗装
区域の調整を実施

実施 実施 都市整備課

計画
主担当課取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値
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②  民間活力の導入と外郭団体の機能強化

R6 R7

12
民間委託等の可能な業務
の選定

市民サービスの向上および業務の効率化を図るた
め、市の業務の見直しを行い、民間委託等の可能な
業務の検討を行います。

民間委託等の可能な業務
の選定

検討 検討 各課

13 保育園の統合・民営化
保育環境の充実のため、市立保育園の統合・民営化
に取り組みます。

保育園統廃合および民営
化計画（後期第３期)の推
進

実施 実施 子ども未来課

14
高齢者の相談支援体制の
強化

小浜市地域包括支援センター（健康管理センター内）
の業務の一部である総合相談支援業務等を民間委
託します。

地域包括支援センター業
務の民間委託

検討 検討
高齢・障がい者
元気支援課

15 管理運営体制の見直し
市営住宅管理運営業務の民間委託について検討しま
す。併せて民間住宅借上げによる市営住宅運営を検
討します。

市営住宅管理運営業務の
民間委託ならびに民間住
宅借上げによる市営住宅
運営

検討 検討 都市整備課

16 外郭団体の機能強化 財務基盤の強化および事業内容の充実を図ります。
一般社団法人若狭おばま
観光協会の財務基盤の強
化および事業内容の充実

実施 実施 文化観光課

17 民間活力の導入
民間事業者のノウハウによる市民サービスの向上お
よび業務の効率化を図るため、民間委託に取り組み
ます。

若狭霊場の民間委託 実施 実施 環境衛生課

③  ICT等を活用したスマート自治体の推進

R6 R7

18 ＩＣＴ、ＲＰＡ等の推進
働き方改革や業務改善に資するICT環境等の整備を
推進します。

ICT環境の整備 実施 実施
総務課

広報・デジタル
推進課

19 ＩＣＴの推進
電子決裁システム、文書管理システムを導入し、業務
の効率化とペーパーレス化を推進します。

電子決裁システム、文書
管理システムの導入

実施 実施

広報・デジタル
推進課
財政課
総務課
各課

20 ＩＣＴの活用 災害時の情報共有のためのICT利活用を検討します。 災害時のICT利活用 活用 活用 生活安全課

21
行政情報システムの経費
削減

類似団体の運用状況を参考に、電算システムの更
新・導入にあたっては、標準パッケージの活用を前提
としたシステム更新を推進します。

仕事の手順および効率的
な運用への変更

準備 実施

広報・デジタル
推進課
財政課
総務課
各課

22 業務システムの標準化
住民基本台帳、市税等の基幹系システムについて、
国が定める標準システムの導入を検討します。

住民基本台帳、市税等の
基幹系システムへの導入

準備 実施

広報・デジタル
推進課

高齢・障がい者
元気支援課
市民福祉課

23
行政手続きのオンライン
化

行政手続きのオンライン化に取り組み、市民の利便性
向上と窓口業務の効率化の両立を図ります。

行政手続きのオンライン
化

実施 実施
広報・デジタル
推進課
各課

24
行政手続きのオンライン
化

施設予約のオンライン化に取り組み、市民の利便性
向上と窓口業務の効率化の両立を図ります。

施設予約システム使用可
能な施設数の増加

全４施設 全６施設
広報・デジタル
推進課
各課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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④  適正な人事管理および人材育成

R6 R7

25 人事評価制度の確立
人事評価制度を確立し、給与等への反映を実施しま
す。また、年功にこだわらず能力のある職員の登用を
推進します。

人材育成を図るとともに処
遇面や人事異動に反映

実施 実施 総務課

26 職員数の適正化
効率的な職員体制と適切な人員配置の実現を図り、
正規職員数および会計年度任用職員数の適正化を
図ります。

職員数の適正化 実施 実施 総務課

27
組織運営の活性化、経営
力の向上

職員の能力を高め、効率的、効果的な行政運営の向
上を図ります。

国、県、民間企業等への
派遣

実施 実施 総務課

28 働き方改革の実現
会議の目的の明確化や時間管理、適切な会議進行
等による「会議の質の向上」および分かりやすい資料
の作成、資料の簡素化を図ります。

会議の質の向上 実施 実施
総務課
各課

29
ワークライフバランスの実
現

男性職員の育児休業取得を推奨し、ワークライフバラ
ンスの実現を推進します。

男性職員の育児休業の促
進 30% 30% 総務課

30
性別によらない職場の機
会付与

性別に関わらず平等に責任や機会を分かち合うととも
に、仕事と家庭生活を両立して活躍できる職場環境を
整備します。

管理職への女性職員の登
用 25% 25% 総務課

31 効率的な業務の推進
効率的な業務の推進を図るため、長時間勤務の要因
分析と縮減を図ります。

長時間勤務をする職員数
の縮減

実施 実施 総務課

⑤ 市民サービスの向上

R6 R7

32 窓口サービスの向上
ワンストップサービスの対応の継続、見直しを行いま
す。

満足のいく、よりよい窓口
対応

実施 実施 総務課

33 職員の資質向上
市民に親しまれ信頼される人材を育成するため、職員
の意識改革や各階層等に応じた職員研修を実施しま
す。

研修会の実施 実施 実施 総務課

34 窓口サービスの向上
新・健康管理センターに集約した保健・福祉の相談窓
口において、総合的な支援サービスに取り組みます。

重層的支援体制の推進 実施 実施

市民福祉課
子ども未来課
高齢・障がい者
元気支援課

35 窓口サービスの向上
マイナンバーカードを活用し、書かない窓口に取り組
みます。

書かない窓口の導入 検討 検討
広報・デジタル
推進課

市民福祉課

36 学校の統合・再編
学校規模の適正化と教育環境の充実を図るため、学
校の統合・再編に取り組みます。

適正な学校規模に向けた
統合・再編方針の策定

検討 検討 教育総務課

主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値
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（２）  市民協働および広域連携の推進
①  市民に信頼される透明性の高い行財政運営の推進

R6 R7

37 市民への情報提供の推進

広報紙の発行、ホームページ、CATV、出前講座、行
政懇談会等を通じた広報広聴機能の充実を図りま
す。新しい生活様式に対応するため、情報通信技術
（ICT）を活用した新たな情報発信に取り組みます。

情報発信の強化 実施 実施
広報・デジタル
推進課

38
パブリックコメント制度の
積極的な活用

積極的にパブリックコメントを実施し、計画等の策定過
程での情報公開と市民参画の促進を図ります。

要綱に基づく適正な実施 実施 実施
広報・デジタル
推進課

39
庁内での情報収集・情報
共有体制の確立

庁内での情報収集・情報共有体制を確立するため、
情報発信と収集を効率的に行うとともに、行事予定や
スケジュール管理の充実を図ります。

グループウェア・サポー
ター対象の研修の実施

実施 実施
広報・デジタル
推進課

40
情報セキュリティポリシー
の適正な運用の徹底

個人情報の漏洩および不正インストール等を防止す
るため、システム的に個人情報が持ち出せない環境と
インストールの監視体制を構築します。

情報資産管理の実施 実施 実施
広報・デジタル
推進課

41
個人情報保護制度の運用
の徹底

職員の情報セキュリティポリシーに対する意識を高
め、適正な運用を図るため、職員研修を実施します。

e-ラーニングの実施 実施 実施
広報・デジタル
推進課

②  市民協働と地域力強化に向けた体制の構築

R6 R7

42 男女共同参画社会の推進
地域での活動やまちづくり、また市の各種審議会等へ
の女性の積極的な参画を推進します。

各種審議会の女性割合４
割以上 40% 40%

広報・デジタル
推進課

43 行政懇談会の開催
市民と市長が直接意見交換を行う行政懇談会を開催
し、同じ目線・同じ方向性を持った協働のまちづくりを
推進します。

「わがまちデザイントーク」
の開催

実施 実施
広報・デジタル
推進課

44
市民協働の推進のための
体制づくり

年々役割や規模が現状維持・縮小傾向にあるボラン
ティア・市民活動交流センターの機能強化を図り、セン
ターを拠点に公益的活動の担い手となるＮＰＯや市民
活動団体の支援、情報の受発信等を積極的に行い、
市民と行政との協働体制を整備します。

ボランティア・市民活動交
流センターの機能強化

実施 実施 未来創造課

45
地域の課題解決に向けた
支援

まちづくり協議会等を中心として、市民自らが地域の
課題に対し、地域でできることを考え行動する取組み
を支援します。

ふるさと未来づくり協働推
進事業交付金等の交付

実施 実施 未来創造課

46
地域の課題解決に向けた
支援

市民の自主的なまちづくり活動を促進し、協働による
まちづくりを進めるため、市民団体を支援します。

いいとこ小浜づくり協働推
進事業補助金の交付

実施 実施 未来創造課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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③  自治体および大学等との広域連携の強化

R6 R7

47 県内外大学生との連携
県内外の大学生を受け入れ、地域や地域住民と多様
に関わる関係人口の増加を図ります。

小浜Rキャンプの実施 実施 実施 未来創造課

48 大学との連携
大学との包括的連携協定に基づき、人材育成やまち
づくり、教育など幅広い分野での人的・物的資源の有
効活用を図ります。

協定に基づく各種事業の
実施

実施 実施 未来創造課

49 大学との連携
立命館大学との食教育プログラム実施のための連携
協定に基づき、本市の「食のまちづくり」に連携して取
り組みます。

学生によるフィールドワー
クの実施

実施 実施
食のまちづくり

課

50 広域行政の推進
若狭地域全体の共通する課題について、関係自治体
との連携・協力体制を整え、政策連携、事務連携をお
こない課題解決に努めます。

広域斎場の整備 実施 実施 環境衛生課

51 広域行政の推進
広域的な観光課題への対応や施設等の整備・活用に
ついて近隣自治体との協議体制を強化します。

北陸新幹線の福井・敦賀
延伸を見据えた連携体制
の強化

実施 実施 文化観光課

（３）  持続可能な財政運営
①  中長期的な視点に立った財政運営

R6 R7

52 ＰＤＣＡサイクルの徹底
予算編成にあたっては、事業の効果等を検証するとと
もに優先順位を厳しく見極め、既存事業の抜本的見
直し等を行い、事業の再構築を実施します。

事業評価を踏まえた事業
実施の判断

実施 実施
未来創造課
財政課
各課

53
中期財政計画の作成と公
表

中長期的な視点に立って、健全な財政運営を推進す
るため、当初予算編成時までに、中期財政計画を作
成し、公表します。

中期財政計画の作成と公
表

実施 実施 財政課

54 市債発行額の抑制

計画的に起債残高を減少させるため、投資的経費の
精査を行い、起債額の抑制に努めます。また、起債に
ついては、国の財政措置のあるものを優先的に借り
入れます。

当初予算における市債発
行額（臨財債を除く）

8億円 8億円 財政課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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② 安定的な財源の確保

R6 R7

55 市税の徴収率の向上

市税について、徴収体制、滞納処分を強化し、収入の
確保を図ります。現年課税分については、新規滞納者
の発生防止に努めるとともに、滞納繰越分について
は、徴収指導員による徴収、悪質な案件は福井県地
方税滞納整理機構との共同徴収を実施し、早期の回
収に努めます。

現年度徴収率
98.70％以上 98.7% 98.7% 税務課

56
国民健康保険税の徴収率
の向上

国民健康保険税について、徴収体制、滞納処分を強
化し、収入の確保を図ります。現年課税分について
は、新規滞納者の発生防止に努めるとともに、滞納繰
越分については、徴収指導員による徴収、悪質な案
件は福井県地方税滞納整理機構との共同徴収を実
施し、早期の回収に努めます。

現年度徴収率
94.70％以上 94.7% 94.7% 税務課

57 税収確保の推進
固定資産税の課税客体である償却資産のより的確な
把握に努めます。

法人市民税課税データお
よび国税データとの突合
による対象者の把握

実施 実施 税務課

58 徴収体制の強化
市税、市営住宅使用料、上下水道料金、保育料、介
護保険料、後期高齢者医療保険料等について、滞納
解消に向けた具体的方策を検討・実施します。

滞納者対策連絡会議の強
化

実施 実施

税務課
子ども未来課
高齢・障がい者
元気支援課
市民福祉課
都市整備課
上下水道課
総務課

59 ふるさと納税制度の活用

ふるさと納税制度を通じ、本市の知名度向上と地場産
業の活性化を図るとともに、寄附を促進します。また、
ふるさと納税制度を活用して事業の資金を募るクラウ
ドファンディング型のふるさと納税に取り組みます。

ふるさと納税の推進 実施 実施 未来創造課

60 広告料等の拡大
事業の推進や施設の運営管理のために、資金調達と
して広告料等の拡大に取り組みます。

広告料の拡大 実施 実施
広報・デジタル
推進課

61 未利用地の積極的な売却
利用予定のない市有地については最低売却価格公
告入札を実施するなど、積極的な売却を推進します。
また、一時的な賃貸にも取り組みます。

公売の実施 実施 実施 営繕管財課

62 受益者負担の適正化

受益者や利用者に適正な負担を求め健全な財政運
営を図るため、使用料・手数料の見直しを行います。
また、減免制度についても公平性・必要性の観点から
再精査を実施します。

予算査定等での確認・精
査

実施 実施
財政課
各課

63
介護保険料の徴収率の向
上

介護保険料について、徴収体制を強化し収入の確保
を図ります。

現年度徴収率
99.00％以上 99.0% 99.0%

高齢・障がい者
元気支援課

64
市営住宅家賃の徴収率の
向上

市営住宅家賃について、徴収体制、滞納処分を強化
し収入の確保を図ります。

現年度徴収率
96.60％以上 96.6% 96.6% 都市整備課

65 公共工事コストの縮減
公共工事コスト縮減の持続的・積極的な取り組みを推
進します。

コスト縮減可能な材料の
使用および工法等の採用
を実施

実施 実施 都市整備課

66 基金運用方法の検討
健全な財政運営に向け、市が保有する各基金につい
て、確実かつ効率的な運用方法を検討します。

基金運用方法の検討 検討 方針策定 会計課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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③ 歳出のスリム化と効率化

R6 R7

67
重点的・効率的な予算編
成

最小の経費で最大の効果が出せるよう、重点的・効率
的な予算編成を行います。

既存事業の見直し 実施 実施 財政課

68 歳出のスリム化
限られた経営資源の中で投資効果を最大限産み出す
施策を推進します。

経常的な経費(人件費、公
債費、物件費)に充当する
一般財源の伸びの抑制

実施 実施 財政課

④  公共インフラの最適化と計画的な更新

R6 R7

69 地方公会計の分析・活用
統一的な基準に基づく財務書類をもとに他団体との比
較や経年比較するなど、行財政運営等に積極的に活
用します。

財務書類の分析と活用 活用 活用 財政課

70
公共施設等総合管理計画
の見直し

公共施設等の管理に関する基本的な考え方や、維持
管理・更新にかかる費用などの見直しを行います。

管理計画の見直し 実施 実施
営繕管財課
各課

71
公共施設個別施設計画の
推進

公共施設個別施設計画に基づく、公共施設等の更
新・統廃合・長寿命化などを計画的に行います。

公共施設の適正配置 実施 実施
営繕管財課
各課

72
公営住宅等長寿命化計画
の推進

公営住宅等長寿命化計画に基づく、公営住宅等の更
新・統廃合・長寿命化などを計画的に行います。

長寿命化計画の見直しお
よび適正管理

実施 実施 都市整備課

73
学校施設の適正な維持管
理

学校施設の老朽化対策と設備更新に取り組みます。
小中学校における安全な
教育環境の維持・整備

実施 実施 教育総務課

⑤ 公営企業の経営健全化

R6 R7

74
集落排水事業の地方公営
企業会計への移行および
会計統合

農業集落排水、漁業集落排水事業に地方公営企業
法を適用し、公営企業会計へ移行します。併せて、公
共下水道事業との会計統合に取り組みます。

公営企業会計へ移行し、
下水道事業との会計統合

完了 ― 上下水道課

75 公営企業の経営統合
簡易水道事業について、水道事業との経営統合を検
討します。

水道事業における経営統
合

検討 検討 上下水道課

76 公営企業の経営統合
地方公営企業法適用後の集落排水事業について、公
共下水道事業との経営統合を検討します。

下水道事業における経営
統合

検討 検討 上下水道課

77 経営の効率化
一部の農業集落排水施設について、公共下水道への
接続を検討します。

農排施設の公共下水道へ
の接続

実施 実施 上下水道課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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⑥  一部事務組合の経営改革の推進および負担金、繰出金の適正化

R6 R7

78 経営改革支援

公立小浜病院組合が取り組む経営改革について、構
成市町・県・金融機関と情報の共有・連携を強化し、
病院経営の適正化を支援することにより、適正な負
担・繰出を行います。

実質的な単年度収支の黒
字化の支援

実施 実施
高齢・障がい者
元気支援課

取　組　項　目 内　　　　　容 目　標　値 主担当課
計画
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